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平成３０年度 国立大学法人大阪大学 年度計画 

 

（注）□内は中期計画、「・」は年度計画を示す。 

 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

１－１．高度な専門知識を身に付けさせるため、新たな科目の企画と提供科目等の見直し

を通じて、学位プログラムに基づく社会の要請も踏まえた体系的なカリキュラムに全学

的に刷新し、新たに平成 29年度から順次提供し、平成 33年度までに完成させる。 

 

・１－１－１． 各部局は３ポリシーについて、各ポリシー間の整合性を検証し、必要な見

直しを行う。３ポリシー及び新カリキュラムに係るガイドラインに従い、各部局は新教

育モデルに対応したカリキュラムと移行計画を策定する。 

 

１－２．学部・大学院において専門分野横断的な学修を通じて、豊かな教養を身に付けさ

せるため、社会人として求められる知性を養う高度教養教育プログラム等を開発し、全

学的に提供する。 

 

・１－２－１．全学教育推進機構等と各部局は、新教育モデルに対応したカリキュラムと

移行計画を策定するとともに、新しい時間割のもとで学士課程の教養教育プログラムに

ついて、平成 31年度実施への準備を進める。 

・１－２－２．新たに教育オフィスのもとに設置する高度教養教育運営検討委員会（仮称）

は、COデザインセンター、全学教育推進機構及び各部局と協力して、大学院課程の高度

教養教育プログラムについて、平成 31年度実施への準備を進める。  

 

１－３．これまで本学が推進してきた異分野融合による知の統合をさらに強化するため、

平成 29年度に新たな教育研究組織を創設する。社会の課題解決の道を見つけるデザイン

力を身に付けさせるため、知と社会の統合を推進する高度汎用力（課題発見能力、課題

解決能力、社会実践能力）を養う「高度汎用力教育プログラム」（仮称）の導入を平成

29 年度から開始し、21 世紀の教養教育の在り方を提示する本学独自の科目を平成 33 年

度末までに 20科目開発する。また、複眼的視野と学際的・俯瞰的な視点を獲得するプロ

グラムである副専攻プログラム、高度副プログラム、マルチリンガル・エキスパート養

成プログラム等を開発・整備する。 

 

・１－３－１．マルチリンガル・エキスパート養成プログラムの拡充に努め、学部プログ

ラムに「スペイン語・スペイン文化学プログラム」を新設して合計 7 プログラムを実施

し、大学院プログラムにおいては、「人文学（グローバル・アジア・スタディーズ）」「人

文学（グローバル・ユーロ・スタディーズ）」「人間科学（共生の生態）」「法学・政治学」

「経済学・経営学」「国際公共政策学」「言語文化学」の７プログラムを新設する。また、
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アカデミック・イングリッシュ・サポート・デスクについては、さらなる広報と実施時

期や時間、場所の割当の工夫等を継続するとともに、アンケート等を行い、マルチリン

ガル教育センターと連携して、さらなる利用者数の増加と利用環境の充実に向けた取組

を行う。 

・１－３－２．新たに教育オフィスのもとに設置する高度教養教育運営検討委員会（仮称）

は、COデザインセンター、全学教育推進機構及び各部局と協力して、大学院横断教育の

展開を図るとともに、高度教養教育の平成 31 年度からの本格的実施に向けて準備する。

COデザインセンターにおいては、学内各部局の協力により高度汎用力教育プログラムの

開発を継続する。さらに産官民とのネットワークを強化し、カリキュラムの開発を始め

る。  

 

１－４．言語、文化、慣習を理解し、他者と協働するコミュニケーション力を身に付けさ

せるため、言語教育、海外派遣プログラム等を実施する。また、平成 33年度までに、２

年次生の共通教育終了時において TOEFL（ITP）スコア 550点相当以上の者が８％となる

ことを目指す。 

 

・１－４－１．マルチリンガル教育センターと各部局は、連携して新教育モデルにおける、

英語教育の高度化と学部低学年から高年次、大学院まで連続する国際性涵養教育の具体

的な実施について平成 31年度実施への準備を進める。  

・１－４－２．国際教育交流センター及び国際部は、引き続き各部局と協力して短期留学

プログラムや短期招へいプログラムを提供する。特に、短期招へいプログラムについて

は、新たな学生交流協定を締結した大学の学生を対象としたサマープログラム及びイン

ターンシップを盛り込んだプログラムを開設する。  

 

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

２－１．学修イノベーション機構（仮称）を中心とした教育の内部質保証を進めるための

全学的な体制を強化するとともに、グローバル化推進機構（仮称）を中心にグローバル

化プログラム（海外派遣、インターン等）を企画・実施する体制を整備する。 

 

・２－１－１. 教育オフィスに組織されたカリキュラム改革のためのワーキンググループ

が、新教育モデルにおける国際性涵養教育の実施体制を確認するとともに、さらなる教

育の質向上、グローバル化の推進を目的とした検討を行う。国際教育交流センター及び

国際部は、引き続き、海外派遣等を企画・実施する体制を整備する。 

 

２－２．教育資源を有効に活用して教育効果を高め、グローバルな教育交流を強化するた

め、学事暦の改革を行ない、学位プログラムに沿って授業科目の配置等を見直すことに

より、留学生受入や海外派遣といった相互交流（サマープログラム等）を強化する。 

 

・２－２－１．各部局は、国際教育交流センター及び国際部との協力のもと、新学事暦を

活用した、留学生受入及び海外派遣のための多様な短期プログラム（サマープログラム

等）を計画し、受入・派遣枠の拡大を進める。  
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２－３．教育の質保証と国際標準化を進めるため、自主的学修を促進するシラバスの活用、

GPA、単位制度の厳格な運用、科目番号制（ナンバリング）の導入等に取り組むとともに、

授業アンケートにより恒常的に成果を検証し、改善する。 

 

・２－３－１．各部局は、平成 31年度からの新カリキュラム提供に向けて、現行カリキュ

ラムでの成績評価、単位制度の総括を行い、それを基に教育の質保証体制の強化のため

の準備を行う。  

・２－３－２．各部局は、学生の体系的な履修計画を可能とするため、新カリキュラムに

おける授業科目のナンバリングを通じて、カリキュラムの体系性、順序性の確認を行う。   

 

２－４．PDCAサイクルに基づく教育の質向上を行うため、アセスメントプランを策定し、

学生の意見や学修状況、学修成果の状況、卒業後の状況に関するデータを把握し、恒常

的に教育改革の達成度の検証及び改善を行う。 

 

・２－４－１．教育課程委員会のもとに設置された教育の内部質保証専門部会を中心に、

部局が独自に実施している各種アンケートと全学的に実施している各種アンケートの調

整を行い、学生及び部局の負担をできるだけ軽減できるよう効率化を図り、アセスメン

トプランに沿った到達度評価実施体制を整備し、アセスメントを順次実施する。  

・２－４－２．教育オフィスのもと、アセスメントプランに沿った学生アンケート、卒業

生及び企業アンケートを実施する。  

 

２－５．学生の主体的な学修を促すため、アクティブラーニングをはじめとした効果的な

教育方法を開発するとともに、国際通用性を備えた教育活動を担う教員の教育力向上に

係るファカルティ・ディベロップメント（FD）を通して、その成果を学内で普及・発展

させる。 

 

・２－５－１．少人数アクティブラーニング型導入科目「学問への扉（マチカネゼミ）」の

平成 31 年度からの実施に向けて、教育方法を開発するとともに、担当教員 FD を実施す

る。 

・２－５－２．年度を通して様々な FD プログラム（一般教員に対するものや平成 29 年度

後期から必須化した「新任教員研修制度」に基づくもの）の提供を行う。各部局は、部

局 FDを実施し、全学教育推進機構は、各部局の求めに応じて、部局のニーズを反映した

FDの実施に協力する。  

 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

３－１．優秀な学生に安定的な学修環境を提供するため、奨学金、授業料等減免、ティー

チング・アシスタント（TA）、リサーチ・アシスタント（RA）制度等を活用し、学生に対

する経済的支援を充実させる。 

 

・３－１－１．TA 制度を再編し、TA 制度、新たに導入したティーチング・フェロー（TF）

制度の適正かつ円滑な運用を進め、TF制度については、引き続き教員・TF双方からの報

告書をもとに、部局教務委員会と教育オフィスで適切な運用と改善に向けて検討する。  

・３－１－２．各部局は、各種奨学金情報の収集及び学生への提供を継続し、表彰制度等
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により学生支援の充実を図る。また、大学院生への授業料等減免などの拡充を全学で検

討する。  

 

３－２．学生の学修を支援するため、Eラーニングシステムをはじめとした情報通信技術

を活かした教育環境を整備する。 

 

・３－２－１．サイバーメディアセンターは、全学教育推進機構及びマルチリンガル教育

センターを支援して、情報通信技術を用いた教育環境の整備と、全学授業支援システム、

講義自動収録配信システム、授業応答システム等の全学運用を行う。全学教育推進機構

は、これらのシステムの利用者支援を行い、e-ラーニングを推進する。  

・３－２－２．教育オフィスは、e−ラーニングを推進する目的で学生持ち込み IT端末の必

携化プランの策定について検討する。各部局は、教材の電子化、遠隔講義の活用等を行

うとともに、サイバーメディアセンターの協力を得て、全学的なオンライン教材作成支

援環境の整備を引き続き検討し、教科数の増加を目指す。  

 

３－３．学生の主体的活動を支援するため、学内のプログラムである「学部学生による自

主研究奨励事業」等により、課外研究・課外活動を奨励するとともに、課外活動施設、

ラーニングコモンズ等を整備・活用する。 

 

・３－３－１．平成 29年度に実施した学生調査での学生のニーズに基づき、学習サポート

制度を促進する。また、自習室やコミュニケーションスペース等の有効利用を促進する

とともに、学習サポート体制に関する課題を検討する。  

・３－３－２．平成 29年度に実施した学生調査での学生のニーズに基づき、自主的な課外

研究・課外活動を奨励する体制を強化する。また、コモンズ等での自主学習の促進のた

め広報を充実させるとともに、学習サポート体制に関する課題を検討する。  

 

３－４．全ての学生が充実したキャンパスライフを送れるようにするため、キャンパスラ

イフ支援センターが各部局に対して、学修上の困難や障害のある学生の修学支援のため

のコンサルテーションを行うなど、キャンパスライフ支援センターと各部局が連携した

修学支援体制を強化する。 

 

・３－４－１．キャンパスライフ健康支援センターを中心に、カウンセリング体制の充実

を図るとともに、学生が相談しやすく分かりやすい包括的学生支援体制を強化し、全学

的な相談支援体制の整備に取り組む。 

 

３－５．学生のキャリア形成意識を高め、就職活動を支援するため、キャンパスライフ支

援センターと各部局との連携とキャンパスライフ支援センターの組織体制を強化する。

また、キャリア形成教育科目及びキャリア支援の改善・拡充を行う。 

 

・３－５－１．平成 29 年 12 月に整備したキャリアセンター（キャリア教育部門）で、キ

ャリア形成教育科目の体系化に着手し、キャリア教育ポリシーを策定する。また、キャ

リアセンターは、学内におけるインターンシップの種類を概念的に整理し、 教育効果を

高める方策を検討する。 
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・３－５－２．キャリアセンターを中心に、キャリア支援における学内連携を強化する。

また、キャリアセンターは、学内合同企業説明会の収入を財源として、ウェブサイト等

による活動内容の積極的な情報発信を行う。  

 

（４）入学者選抜の改善に関する目標を達成するための措置 

４－１．アドミッションポリシーに基づき、従来の入試選抜方法に加え、国際バカロレア、

TOEFL 等の外部試験・資格、能動的・主体的に取り組んだ活動経験、面接又は口頭試問

の結果等、多様な観点を取り入れた独自の総合入試制度を平成 29年度から導入し、入学

定員の約 10％（約 300人）を受け入れることを目指す。また、国全体の入試制度の変更

を見据えて、多面的・総合的入試を確実に実施するための学内体制を整備する。 

 

・４－１－１．高等教育・入試研究開発センターは、平成 28年度から実施している「AO・

推薦入試（世界適塾入試）」の結果を分析し、各部局と協力して多面的・総合的選抜の改

善のための調査研究を行うとともに、平成 32 年度以降の新入試制度に向けて、 一般選

抜も含めた選抜方法の検討を行う。  

 

４－２．グローバルアドミッションズオフィスを中心として、新たな私費外国人留学生入

試（海外で入試選抜試験を実施した上で、入学前に本学で日本語予備教育を行う等）等、

多様な入試選抜方法によって、留学生を増加させ、平成 33 年度末までに全学生の 15％

程度の留学生を受け入れる。 

 

・４－２－１．平成 29年度に改善を図った海外在住私費留学生特別入試を継続して実施す

ることで、優秀な留学生の確保を図る。また、本入試による入学者の入学後の学修成績

について追跡調査を行い、本入試の費用対効果や協定校と協定校以外からの入学者の比

較などを行い、改善に向けた検討を行う。  

 

４－３．スーパーサイエンスハイスクール(SSH)、スーパーグローバルハイスクール(SGH)

に採択された高校等と密接な連携をとり、グローバル人材の育成を推進する。また、生

涯を通じた学修を促すため、公開講座や学術講演会など、社会人が学べる環境を充実さ

せる。 

 

・４－３－１．連携協定校との連携強化を推進し、大学訪問、高校訪問などを増加させる

とともに、入試広報の改善策を検討する。また、スーパーサイエンスハイスクール採択

校、スーパーグローバルハイスクール採択校との連携をさらに強化し、本学教員の指導

を充実させる。さらに、探究学習の推進を図るため、高校教員を対象とした指導法セミ

ナーの実施と、これまでの成果を検証する。  

・４－３－２．大阪府教育委員会と連携し、高校教員の再教育に関するプログラムを引き続き

実施する。また、公開講座、学術講演会により、社会人リカレント教育の充実を図る。 

  

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

５－１．学問の真髄を極める基礎・基盤研究を推進するため、研究分野ごとの研究力の状
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況を把握するための指標の収集、分析に係る新たな評価システムを整備し、研究マネジ

メント人材を確保・活用しつつ、強みを有する研究分野を把握する。 

 

・５－１－１．研究力評価のためのデータベースを構築し、研究マネジメント人材を確保・

活用しつつ研究分野ごとの評価システムの妥当性を検証し、必要に応じて改定を行う。  

 

５－２．萌芽期にある若手研究者の研究支援を積極的に行うため、本学独自の支援プログ

ラムである若手研究者キャリアアップ支援プログラムやチャレンジ支援プログラム等を

発展させる。 

 

・５－２－１．若手研究者の研究活動支援のため、科研費における独立基盤形成支援を活

用し、本学の自主財源と合わせて若手研究者の研究環境整備を支援する。また、若手研

究者向けの各研究分野に特化した研究計画調書の作成セミナー等を実施するとともに、

より効果的な方策を検討する。  

 

５－３．本学の強みである分野横断型の新領域研究を創成するためのインキュベーション

として、異分野複合領域を含めた世界屈指の学術領域を創成するための母体となる組織

を平成 33年度末までに 10領域程度設置する。 

 

・５－３－１．データビリティフロンティア機構において、データ駆動型研究を医療分野、

スポーツ医科学分野、言語文化分野等、学内の様々な分野に導入し、先導的学際研究を

より一層推進する。また、新学術領域を創成する組織として設置した「先導的学際研究

機構」に学内の幅広い分野から新たな学際融合研究を目指す研究領域を選定し、環境・

エネルギー研究等の新たな部門等を創設する。  

 

（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 

６－１．優秀な人材を確保し闊達な研究環境を実現するため、評価連動型年俸制やクロス・

アポイントメント制度等を活用し、優れた業績を有する研究者の招へいを進める。 

 

・６－１－１．国際共同研究促進プログラム（短期人件費支援）による支援を拡大するこ

とにより、クロス・アポイントメント制度等の活用による、優れた業績を有する研究者

の招へいをさらに推進する。  

 

６－２．質の高い国際共同研究を推進するため、国際共同研究促進プログラムをはじめと

する様々な制度を活用し、国際ジョイントラボ等を平成 33 年度末までに 80 程度形成す

る。 

 

・６－２－１．「国際共同研究促進プログラム」に新たな支援形態を設けたことにより、平

成 29 年度中に国際ジョイントラボは 57 拠点となった。平成 33 年度末の目標 80 拠点達

成のため、同プログラムを継続して実施し、新たに 16件程度採択のうえ支援を行い、国

際ジョイントラボ等の形成をさらに推進する。また、招へいした外国人研究員を雇用で

きるようプログラムの改善を行う。  
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６－３．異分野の若手研究者との共同研究を支援する学内プログラム等を活用し、本学が

イニシアティブを取り得る領域を先導する優れた研究者を支援する。 

 

・６－３－１． 分野横断的、学際・融合的な研究の仕組みつくり及び研究力強化に向けた

取組として、若手研究者を中心とした構想等を支援する「知の共創プログラム」を引き

続き実施し、学内共同研究を支援する。 

 

７－１．大学の研究力の増大、研究機能向上に寄与するため、共同利用・共同研究拠点を

介した共同利用・共同研究を実施するとともに、これらの活動を通じた人材育成に取り

組む。 

 

・７－１－１．共同利用・共同研究の各拠点及び学内共同教育研究施設は、学内及び学外

との共同利用・共同研究を実施し、これらの活動を通じて、大学院生や研究者を育成す

る。  

 

７－２．我が国の学術研究の裾野を広げ、水準を高めるため、共同利用・共同研究拠点を

介した学術研究の進展や新分野創成等に取り組む。 

 

・７－２－１．共同利用・共同研究の各拠点及び学内共同教育研究施設を介して、海外の

研究機関・研究者等との共同利用・共同研究、新分野創成等に向けた共同利用・共同研

究を実施する。  

 

７－３．共同利用・共同研究拠点の機能強化及び国際的な研究環境の整備等を進めるため、

研究所・センター間の連携に向けた施策（共同利用・共同研究の公募等）の促進、人材

育成・人材交流のための施策（滞在型研究員、客員教員、招へい教員等の受け入れ）な

どに取り組む。 

 

・７－３－１．共同利用・共同研究の各拠点及び学内共同教育研究施設は、共同利用・共

同研究拠点の機能強化及び国際的な研究環境の整備等を進めるため、他拠点等との協定

の締結、他拠点等との合同での共同研究・共同利用の公募、シンポジウムの開催等、拠

点間連携、人材交流等のための施策を実施する。  

 

３ その他の目標を達成するための措置 

 

（１）社会連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置 

８－１．産学官連携組織を通じて、個別企業等との共同研究・受託研究と併せて地域の経

済団体等との多様な連携を推進する。また、本学の海外拠点等と連携して国際的な連携

を推進する。 

 

・８－１－１．地域経済団体等との連携を図り、技術シーズの効果的な発信を行うことに

より、個別企業等との共同研究・受託研究を推進する。  

・８－１－２．本学海外拠点等と連携して海外機関の調査を行う。海外企業等に対して技

術シーズを効果的に発信する機関との提携を試行する。海外企業向けに技術シーズを育
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成する仕組みを企画検討する。これにより、海外企業との共同研究契約の推進を図る。  

 

８－２．学内及び学外の様々な組織と連携して大学の知的財産の創造・保護・活用を促進

する。 

 

・８－２－１．学内外の組織と連携し、新事業及びイノベーションの創出に向けた技術移

転を推進するとともに、海外への情報発信（25件）を積極的に行い、グローバルな技術

移転活動を展開する。また、大阪大学保有の知的財産の状況分析を踏まえて策定した新

たな知的財産活用方針に基づき、学内シーズの重点案件を、①社会インパクト案件、②

ベンチャー案件、③イノベーション共創案件、④リスクマネジメントを要する案件にそ

れぞれ指定（計 30件）し、海外も含めた知的財産維持を行い、社会的・経済的価値の高

い技術移転を推進する。  

 

８－３．企業等との協働研究所や共同研究講座等の阪大方式の産学連携制度を深化させ、

これらを利用して産学連携での人材育成や挑戦的な研究に取り組む。共同研究講座・協

働研究所等については、平成 33 年度末までに新規のテーマに取り組む講座・研究所を

40以上にすることなどにより、共同研究費が 1000万円以上の大型共同研究を増加させ、

新しい研究テーマの発掘やオープンイノベーションの創出につなげる。 

 

・８－３－１．産官学民共創イノベーションブリッジ拠点構築に向けた取組を活かし、オ

ープンイノベーションによる協働研究所・共同研究講座・協働ユニットの新設及び新た

な大型共同研究の推進、協働研究所・共同研究講座を通じた実践型人材の育成を行う。 

  

９－１．各種公開講座、サイエンスカフェ、ワークショップその他の公開イベント等によ

り研究者の研究成果を発信するとともに、参加者アンケート等により、これらの実施状

況を検証して活動を活性化させる。このようにして、研究者の研究成果の積極的な公開

等、大学知と大学の人的資産を広く社会に発信するアウトリーチ活動をさらに強力に推

進する。 

 

・９－１－１．平成 29年度に設置した共創機構社学共創本部が中心となり、４組織（２１

世紀懐徳堂、総合学術博物館、適塾記念センター、アーカイブズ）と連携・協働する基

盤を構築し、学外の機関とクラスターを形成することで、より効果的な社学共創活動に

取り組む。  

・９－１－２．教職員に対して社会貢献活動への参画を啓発し、アウトリーチ活動を支援

することで社会との共創関係を構築する。  

 

９－２．自治体、企業、卒業生等と連携・協働して、公開講座、セミナー、シンポジウム

等の催事を開催するなどにより、学術・文化・教育その他の社会貢献活動を充実させ、

これらの活動を通じて知的資源の情報発信を一層推進する。 

 

・９－２－１．大阪大学共創機構社学共創本部を中心に、自治体等と共創し、文化芸術振興、

生涯学習推進、地域活性化等を推進する。 

・９－２－２．学生の主体的な社学連携活動を支援するため、企画内容への助言、広報的
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支援、関連機関等との調整を行うとともに、大学の社学連携活動に参画させる。  

 

９−３．関係機関との密接な協力のもと、医学・心理学等の既存の学問領域を超えた「子

どものこころと脳発達学」に関わる新たな研究領域を開拓し、教育現場における諸課題

の克服に資するよう、研究成果の社会への還元や関係する普及啓発活動を進める。 

 

・９－３－１．医学・心理学等の既存の学問領域を超えた「子どものこころと脳発達学」

に関わる新研究領域において、子どもの心の問題に関わる諸問題について、教育、福祉

などの現場と連携してその解明と対処法について検討し、成果を広く発信する。  

 

（２）グローバル化に関する目標を達成するための措置 

10－１．スーパーグローバル大学創成支援事業の目標達成に向け、グローバルな活動によ

り高い専門性と国際的な視野を育成するため、平成 33年度末までに全学生の８％の学生

を海外に派遣する。また、バックグラウンドを異にする「知の交流」を促進するため、

平成 33年度末までに全学生の 15％の留学生を受け入れる。 

 

・10－１－１．留学生受入増加及び派遣増加のための方策を、グローバル連携オフィス及

び教育オフィスが協力し部局に働きかけ、短期受入プログラムの充実や既存の派遣プロ

グラムの単位化を進めていく。新入生及び保護者に対し海外留学を積極的に推奨すると

ともに、外部教育機関による海外研修プログラム（４週間程度の英語研修）を試行的に

取り入れ、その効果を分析し、次年度以降の計画に反映する。  

・10－１－２．海外在住私費外国人留学生特別入試において優秀な成績で入学した留学生

に対し、奨学金の支給または授業料免除による就学支援を引き続き行い、実施状況の分

析結果を、次年度以降の計画に反映する。また、関西大学が代表となって実施する留学

生就職促進プログラムに、コンソーシアム大学として協力し、留学生の就職支援を行う。  

 

10－２．スーパーグローバル大学創成支援事業の目標達成に向け、学生・研究者の国際交

流を促進するため、海外の大学・研究機関等との大学間学術交流協定の戦略的な締結を

進め、平成 32年度末までに 120件に増加させる。また、グローバルキャンパスの一環と

位置付ける海外拠点を体系的に整備・拡充し、その活動を活発化させる。 

 

・10－２－１．平成 29 年 11 月末現在 124 件の大学間学術交流協定を締結しており、すで

に平成 32年度末までの締結目標数を達成していることから、今後はグローバル連携オフ

ィスを中心に既存の交流協定の交流状況に基づき、戦略的パートナーシップを海外大学

と結び（グローバルナレッジパートナー）、教育研究等の各種交流をさらに深化させるた

めの連携を積極的に進める。  

・10－２－２．国際交流のさらなる促進のため、海外拠点等を積極的に活用して、海外の

大学等の情報収集を行うとともに、本学における海外での活動を活発化させる。 

 平成 29年度に引き続き、大阪大学 ASEANキャンパス設置のため、マヒドン大学（タイ）、

バンドン工科大学（インドネシア）、ベトナム科学技術アカデミー及びブルネイ・ダルサ

ラーム大学と折衝を行い、開校に向けて教育・研究の環境を整える。 

 また、UC/UCEAPオフィスと連携した各種プログラム等を実施し、受入学生数の増加並

びに学生の国際教育、海外留学への意識を向上させる。  
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10－３．スーパーグローバル大学創成支援事業の目標達成に向け、新規採用者等への年俸

制導入により平成 33 年度末までに 1700 名程度の年俸制教員を採用するとともに、クロ

ス・アポイントメント制度等を活用し、平成 33年度末までに外国人教員数を 400名程度

に増加させる。 

 

・10－３－１．国際共同研究促進プログラム等を引き続き利用し、クロス・アポイントメ

ント制度を積極的に活用するとともに、外国人教員雇用支援事業及び国際公募手続支援

により、外国人教員のさらなる雇用を促進する。また、年俸制教員の積極的な雇用等を

促進させ、年俸制教員を増加させる。  

 

（３）産業競争力強化法の規定に基づく出資等に関する目標を達成するための措置 

11－１．認定特定研究成果活用支援事業者の株主として、プログラムのパフォーマンスを

みるため、学内に設置した出資事業戦略委員会等に認定特定研究成果活用支援事業者か

ら報告させることにより、その運営状況のモニタリングに取り組む。 

 

・11－１－１．出資事業戦略委員会において、大阪大学ベンチャーキャピタル株式会社か

ら出資事業の活動状況の報告を受け、年４回のモニタリングを実施する。 

 

11－２．大学における技術に関する研究成果を事業化させるため、認定特定研究成果活用

支援事業者との連係体制の構築によるプレ・インキュベーションの支援、人的・技術的

支援、新たな社会的価値創出に結び付く事業化のための助言並びに特定研究成果活用事

業者の事業に結び付く民間ベンチャーキャピタル（VC）・技術移転機関等との連携に目的

積立金を活用し取り組む。  

 

・11－２－１．共創機構産学共創本部出資事業推進部門において、目的積立金を活用して

特許・論文などの研究者データベースをもとに実用化を目指す技術シーズを育成し、プ

レ・インキュベーションの支援を年間 15件以上行い、大学発ベンチャーの創出を支援す

る。  

 

11－３．大学における教育研究活動を活性化させるため、目的積立金を活用したアントレ

プレナー教育の推進に取り組む。  

 

・11－３－１．大学における教育研究活動活性化のために、大阪大学 Innovators’Club等

の活動を通して、アントレプレナー育成プログラム参加者数を年間 80 名以上実施する。  

 

11－４．地域における経済活性化に貢献するため、認定特定研究成果活用支援事業者と連

携して、大学発ベンチャーの設立や地域の企業、自治体との連携に取り組む。  

 

・11－４－１．地域における経済活性化に貢献するために大阪大学のシーズを活用した大

学発ベンチャーと地方自治体及び産業界との連携のためのマッチングを年間８件以上実

施する。  
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（４）附属病院に関する目標を達成するための措置 

12－１．医学部附属病院及び歯学部附属病院の特質と機能を活かして、臨床研究・橋渡し

研究を推進するとともに、社会の要請に応じた先進的医療を開発・導入する。 

 

・12－１－１．臨床研究及び新規医療技術のトランスレーショナルリサーチの実践を推進

するとともに、先進的医療の開発・導入を推進する。 

 臨床研究環境の整備や臨床研究の支援を強化するための組織の設置に取り組む。 

  

12－２．高度機能病院・地域中核病院として地域病院等との連携に取り組み、急性期医療、

がん治療、移植医療、再生医療等を推進する。 

 

・12－２－１．地域連携支援体制の充実に取り組むとともに、高度機能病院として集学的

がん診療、臓器移植、造血幹細胞移植、再生医療等を推進する。  

 

12－３．医療の質と安全性の向上を推進するため、医療安全・感染対策等に関わる取組・

体制を充実させる。 

 

・12－３－１．医療安全の徹底及び職員教育として、医療安全・感染対策等に関わる協議

会等への参加、講習会・研修会の開催や院内巡視等に取り組む。  

 

13－１．良質な医療従事者を育成するため、医療研修制度の検証・改善、専門医等の育成

に向けた教育、各種医療従事者に対する生涯研修に取り組む。 

 

・13－１－１．平成 30年度より始まる新たな専門医制度に対応した専門研修施設及びプロ

グラムの整備を引き続き実施する。また、医学部附属病院で研修する専攻医の増加に対

応できるよう、医員枠の調整も併せて行う。 

 歯科医師臨床研修プログラムの検証・改訂に取り組むとともに、歯科医師臨床研修問

題ワーキングチーム座長として、全国の国立大学における歯科医師臨床研修の実態の把

握及び改善に向けた作業に取組む。 

 専門医等の育成に向けた教育の実施、各種医療従事者に対する研修の実施や学術セミ

ナーを開催する。また、基礎系及び臨床系の大学院への進学も推奨していく。 

  

14－１．機能的で効率的な運営体制を確立し、病院経営基盤を強化するとともに、患者サ

ービスの向上に取り組む。 

 

・14－１－１．各診療科及び各部署を対象として病院長によるヒアリングを実施し、現状

の把握・分析、問題点の抽出を行い、改善に向けた取組を推進するとともに、将来構想

等の機能強化方策に着手する。 

 附属病院収入の安定的な確保に向け、病院長のリーダーシップのもと、病院長裁量経

費等の配分や適正な人員配置に取り組む。 

  

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 
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１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

15－１．総長のリーダーシップのもと、大学の強みや特色を生かした機動的なガバナンス

体制を構築する。また、大学全体で取り組むべき横断的な教育・研究を機動的にマネジ

メントすることにより、総長のリーダーシップを発揮しやすい環境を整備する。これら

の取組を通じて積極的な大学改革と部局マネジメントを進める。 

 

・15－１－１． 総長のリーダーシップにより再構築した経営システムの下、新たに設置し

た総括理事が大学全体で取り組むべき横断的事項について調整を行うとともに、総括理

事が室長となる大学経営推進室、教育研究共創室において、中長期的な戦略の策定を検

討する。 

また、総長の諮問事項を審議するために設置した医歯薬系、理工情報系、人文社会系

の３つの戦略会議において、各学問分野における改革を検討する。 

さらに、引き続き IRを活用し、意思決定に際して適切な情報にアクセスできる仕組み

の構築を進める。 

・15－１－２．前年度に発生した管理運営上の諸課題について、既に実施している対応策

を着実に進めるとともに、さらなる強化策を検討し、再発防止に努める。 

 

15－２．大学の戦略に沿った重点施策を効果的に推進するため、総長のリーダーシップの

もと、予算・ポスト等の学内資源配分等を戦略的に行う。 

 

・15－２－１．将来構想「OUビジョン 2021」の実現の観点から、総長のリーダーシップの

もとでの重点的かつ戦略的な予算配分と戦略的・重点的な留保ポストの配分を推進する。 

 

15－３．優秀な人材を確保するため、評価連動型年俸制、クロス・アポイントメント制度

等を推進するなど、人事・給与制度の柔軟化に取り組む。 

 

・15－３－１．評価連動型年俸制を引き続き推進するとともに、民間企業等にも適用を拡

大したクロス・アポイントメント制度の実施状況を確認し、さらなる人事・給与制度の

柔軟化を検討する。  

 

15－４．内部統制を整備するため、迅速かつ機動的な内部監査を行いつつ、監事及び会計

監査人との連携を強化しながら運用状況の検証・評価に取り組み、適正な事務処理の改

善に反映させる。 

 

・15－４－１．平成 30 年度業務監査及び会計監査に係る監査計画(前年度監査の指摘事項

等への改善状況の事後確認を含む)を作成し実施する。また、実施に当たっては、監事、

監査室、会計監査人との三者会議にて監査結果を共有する。平成 30年度監査報告書を作

成し、監査結果の概要、及び前年度監査の指摘事項等への改善状況を総長に報告する。 

 

16－１．個々の教育研究活動を活性化させるため、柔軟な人事制度及び公平性を確保した

評価制度の下、公正かつ適切な処遇を行う。 

 

・16－１－１．教育研究等の実績に応じた新たなインセンティブ制度の実施状況を確認し、
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引き続き教育研究活動の活性化を図るための公正な教員評価制度の実施に向けた検討を

行う。  

 

16－２．男女協働推進を加速させるため、構成員の意識や働き方の改革を図るとともに、

育児室、短時間勤務制度など必要な環境を整備する。また、ポジティブアクション等の

実施により、女性教員の採用比率等を向上させ、女性管理職の割合も 11％程度に増加さ

せる。さらに、産学官連携による女性研究者循環型育成クラスターを平成 31年度に形成

し、自然科学系女性研究者の育成を強化する。 

 

・16ー２－１．「大阪大学男女協働推進宣言」に基づく「男女協働推進アクションプラン」

（学修・研究・就業と家庭生活の両立支援の強化、女子学生・女性上位職拡大の加速化、

ダイバーシティ環境の実現に向けた構成員の意識改革）を推進するとともに実施状況の

確認を行い、適宜、施策の改善等を行う。また、文部科学省科学技術人材育成費補助事

業「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（牽引型）」により、産学官共創の女性

研究者循環型育成クラスターの形成に向けた取組を実施する。  

 

16－３．40歳未満の優秀な若手教員の活躍の場を全学的に拡大し、教育研究を活性化する

ため、若手教員の雇用を促進し、退職金に係る運営費交付金の積算対象となる教員のう

ち、若手教員の割合を平成 33年度末に 30％程度に増加させる。  

 

・16ー３－１．大阪大学若手研究者育成ステーションにより、若手教員の雇用に関する計

画に基づき、テニュアトラック制の普及・定着を図るとともに、人件費、研究費等の経

費支援を行う。 

 高等共創研究院において、数名の若手研究者を採用する。  

 

16ー４．多様な人材の活用を一層進めるため、障害者雇用など社会が求める雇用の環境整

備に取り組む。 

 

・16ー４－１．障がい者法定雇用率の達成（維持）に努め、障がい者雇用に係る施策を維

持・検証しつつ、障がい者雇用や高年齢者雇用のための新たな業務内容等について検討

する。  

 

16－５．大学を支える優れた人材を育成するため、国内外の諸機関との人事交流を積極的

に行い、各種研修制度等により教職員の能力を向上させる。 

 

・16－５－１．教職員に対する研修、国内外の諸機関との人事交流及び自己啓発休職制度等

を引き続き活用するとともに、キャリアパスに応じた人材育成システム等についても検討を行

う。 

 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

17－１．総長のリーダーシップのもと、部局や各組織の果たすべき役割や機能の必要性を

戦略的に判断し、教育研究組織の再編成に取り組む。また、当該見直し・再編成の効果

を事後に検証するなど、組織の機能の在り方を見直す仕組みを構築する。 
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・17－１－１．総長のリーダーシップのもと、大学の機能強化の観点から教育研究組織の

果たすべき役割や機能を検証し、同組織の見直しを行う。  

 

17－２．新たな教育研究組織を平成 29 年度に設置し、本学の教育研究資源を戦略的に発

展・統合させ、異分野の統合や新学術領域に関わる知の統合学修を、高次元かつ個性豊

かなプログラムを基盤としながら実現する。 

 

・17－２－１．COデザインセンターなどを中心に、コミュニケーションデザイン・センタ

ーやグローバルコラボレーションセンターで行われた教育を継続発展させるとともに、

超域イノベーション博士課程プログラムで開発されたカリキュラムをより汎用性を持つ

ものに改善し、国際共創大学院プログラム推進機構（仮称）等でのカリキュラム提供を

視野に入れつつ、平成 31年度からの学内展開を目指し、準備を行う。 

 また、国際共創大学院プログラム推進機構（仮称）における新たな学位プログラムの

設置等について検討を始める。  

 

３ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

18－１．効率的・効果的な事務体制を確立するため、新たなニーズや業務内容の変化に応

じて事務組織を整備するなど、事務組織の機能や編成を見直し、事務改革に取り組む。 

 

・18－１－１．事務組織の機能や編成について、事務組織改革ワーキンググループが取り

まとめた「事務組織改革に関する第一次報告」を踏まえ、引き続き効率性・効果性の観

点から検討するとともに、可能なものから組織整備を進める。  

 

18－２．事務の効率化を進めるため、事務処理方法を見直すことにより、事務手続きの簡

素化を進めるとともに、ITシステムの活用等に取り組む。 

 

・18－２－１．事務簡素化・効率化について、事務組織改革ワーキンググループが取りま

とめた「事務組織改革に関する第一次報告」を踏まえ、引き続き検討するとともに、可

能なものから実行する。  

 

18－３．教育・研究のサポートを強化し、社会の要請に適切に対応できるようにするため、

各種研修制度等により事務職員の能力を向上させ、柔軟で活力を持った事務体制の構築

に取り組む。 

 

・18－３－１．これまでの TOEIC-IP受験結果や英語力強化に対する意識等の確認状況を踏

まえ、引き続き研修等を通じ英語力向上に資する取組を行う。  

・18－３－２．知的財産の専門研修等を引き続き実施し、職務にかかる専門性の向上を図

る。  

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

 

１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 
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19－１．持続的・効果的な経営基盤を構築するため、大型研究費獲得支援、科研費相談員

制度等により、競争的資金、奨学寄附金などの外部資金の獲得を促進するとともに、附

属病院収入の増収方策の推進等により、学生納付金や附属病院収入などの自己収入を確

保する。 

 

・19－１－１．競争的資金の獲得を促進するため、科研費相談員制度、URA プロジェクト

による模擬ヒアリング等の支援、科研費における若手研究者の独立支援の仕組みを活用

した方策を引き続き実施するとともに、その効果を検証し、より効果的な方策を検討す

る。  

・19－１－２．受験生を確保するため、全国各地で大学説明会を実施し、本学の教育や研

究内容等について積極的に広報を行う。また、高等学校単位での施設見学受入やガイダ

ンスを行う。 

・19－１－３．附属病院収入の安定的な確保の実現に向け、適切な物的資源の配分や人的配

置を行う等、増収に向けた方策を引き続き実施する。 

 

19－２．卒業生、保護者、企業などへの募金活動を強化することにより、本学独自の基金

「大阪大学未来基金」を拡大させる。 

 

・19－２－１. 基金獲得のため、部局等事業・修学支援事業・課外活動支援事業等多角的

に事業を展開し、また、渉外本部ファンドレイザーが直接高額寄附者や同窓会に赴き、

面談等を行うことで、効果的な対面渉外活動を実施する。また、渉外本部が有する同窓

会組織データを活用し、未来基金事業の活動報告や寄附依頼・イベントの周知を行うな

ど、本学卒業生との継続関係性の構築を強化し、基金獲得体制を整備する。また、大阪

大学創立 90周年・大阪外国語大学創立 100周年記念事業を推進し、引き続き基金を獲得

できる方策を検討する。 

 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

20－１．業務の検証に基づく経費の合理的執行の徹底、情報技術の積極的な活用の推進、

効率的な施設運営により管理的経費の削減を行う。 

 

・20－１－１．各種役務契約の見直し等により、経費削減に繋がる改善策を引き続き推進

する。  

・20－１－２．エネルギーの実績データを利用して、各部局の使用状況を分析し、その結

果を周知することで省エネ意識を浸透させる。  

・20－１－３．平成 28年度に導入した旅費業務のアウトソーシングの利用状況を分析のう

え、システムの利便性を高める改善を進め、そのことを繰り返し学内に周知することに

より利用を促進し、さらに旅費に係る経費の削減に繋げる。  

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

21－１．資産の効率的・効果的な活用のため、保有資産の現状を正確に把握・分析し、学

内の教育研究機器の全学共同利用化などを実施する。 

 

・21－１－１. 学内の研究設備・機器を把握するために研究設備・機器データベース（取
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得価格５００万円以上）を整備し、学内向けに公開する。同データベースを活用しなが

ら、共用可能な研究設備・機器の拡充を進め、研究設備・機器の共用化と有効活用をさ

らに推進する。 

 

21－２．資金の計画的な運用を行うため、今後の資金需要や金利動向等を勘案しつつ、長

期・短期を組み合わせたきめ細かい資金運用を実施する。 

 

・21－２－１. 資金の計画的運用を行うため、前年度にワーキンググループから改組した

資金運用検討委員会の検討を踏まえ、最適な運用に取り組む。 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置 

 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

22－１．大学と各部局は中期目標・中期計画に沿った年度計画を策定した上で、計画の達

成状況を自己点検・評価する。また、学外有識者等の多様な視点からの評価を受けるた

めに外部評価を実施する。 

 

・22－１－１．各部局の諸活動に係る PDCAサイクルの活性化と大学の方向性に沿った各部

局の取組の確認を目的とした部局評価制度の運用により、大学全体の教育研究活動のさ

らなる発展に繋げる。 

また、計画評価オフィスは、部局等に意見照会を行い、評価制度の改善に努める。  

さらに、学外有識者等による大学の外部評価の実施について検討する。 

 

22－２．評価結果は、部局にフィードバックするとともに、大学運営の改善に活用する。

部局の評価結果等についてはホームページ等を通じて公表する。 

 

・22－２－１．国立大学法人評価の評価結果を全学にフィードバックするとともに、次年

度の年度計画の立案に活用する。 

 また、部局評価の結果を各部局にフィードバックし、引き続き評価結果に基づく予算

配分を実施する。 

 また、計画評価オフィスは各部局に意見照会を行い、提出された意見を基に評価結果

に基づく予算配分の仕組みについて改善のための検討を行う。  

  

２ 広報に関する目標を達成するための措置 

23－１．本学のブランド力や知名度をより向上させるため、教育・研究・社会貢献などの

大学の諸活動に関する情報発信を国内外向けに行う。さらに、英文ホームページを中心

とした多言語ホームページの拡充等を通じて積極的な海外への広報活動を展開する。 

 

・23－１－１．平成 29年度に策定した「大阪大学広報戦略」に基づく共通認識のもと、本

学の広報活動を戦略的・統合的・有機的に実施する。特に、本学構成員を含めたステー

クホルダーを意識した活動を強化することとし、大阪大学広報企画本部を中心に本学の

ブランディングを推進する。  
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Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するための措置 

 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

24－１．教育研究環境等の改善及び機能を強化し、防災機能を高めつつ、グローバル化を

促進するため、種々の整備手法などを活用する。進行中の「施設等の建設、維持管理、

運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用する PFI（Private Finance 

Initiative）事業」を確実に推進するとともに、グローバルな視点からの宿舎再編整備

等において PFI事業を推進する。 

 

・24－１－１．教育研究環境等の改善及び機能を強化し、防災機能を高めつつ、グローバ

ル化を促進するため、種々の整備手法などを活用して整備を進める。  

・24－１－２．進行中の PFI事業（（吹田）研究棟改修（工学系）施設整備等事業）を確実

に推進するとともに、グローバルな視点からの宿舎再編整備等において、PFI 事業を推

進する。  

 

24－２．世界的拠点として魅力ある教育研究環境を構築するため、長期的視野に立ったキ

ャンパスマスタープランのもと、地球環境に配慮し地域・社会と共生する安心・安全な

キャンパス環境の整備を進める。また、近隣自治体と連携して、キャンパスの整備を進

める。 

 

・24－２－１．キャンパスマスタープランに基づき、街路の継続的な補修など、安心して

移動や利用ができるキャンパス交通環境の整備を進める。  

・24－２－２．キャンパスマスタープランに基づき、構成員や周辺住民にとって魅力ある

キャンパス環境を形成するため、キャンパスアメニティーの充実を進めるとともに、箕

面新キャンパス移転に向けた整備を進める。  

 

24－３．効率的なスペースの運用・再配分を行うため、全学的・戦略的な観点から施設の

有効利用に関する点検・評価を実施する。 

 

・24－３－１．整備完了後の施設について、施設の使⽤状況に関して、実地調査を伴う施

設の点検調査を実施する。 

 箕⾯キャンパスの共⽤スペースの運用を行う。 

 全学の講義室の稼働率について調査を実施する。 

  

24－４．既存施設の長寿命化のため定期的な劣化状況の把握等を行い、独自の予算措置の

もとに計画的な施設老朽化対策を実施するとともに、省エネルギーに資する効率化・合

理化を行う。 

 

・24－４－１．維持保全マニュアルに基づき、適切な維持保全を行うとともに、施設老朽

化対策により緊急性、必要性の高い建物の改修、建築設備の更新等を実施する。  

・24－４－２．省エネルギーの実施状況等の調査・分析を行い、効率的な省エネルギー対

策を検討する。 

省エネ推進会議を開催し、全学的な省エネルギー活動を推進する。 
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平成 29年度の省エネ取組効果を踏まえ、平成 30年度の省エネ計画を策定する。 

  

 

２ リスク管理に関する目標を達成するための措置 

25－１．危機管理意識の高い教育研究環境を構築するため、大学のリスクについて点検し、

情報を一元管理する。 

 

・25－１－１． 危機管理意識の高い教育研究環境を構築するために、各部局から安全衛生

管理部に提出された事故連絡票や学内巡視から得た情報を基に各関連部署と連携して学

内のリスクについて点検し、その情報について、各事業場の安全衛生委員会等を通じて

大学内で情報共有する。 

 

25－２．実験・研究は、労働安全衛生法に基づく作業環境測定、安全衛生巡視、教職員健

康管理など法令等に基づき厳正な安全衛生管理のもとで行うとともに、実験廃液の処理、

薬品管理支援システムを運用するなど環境を保全する。 

 

・25－２－１． 実験・研究の安全衛生管理の推進のための作業環境測定を継続的に実施し、

該当部局への問題点の指摘及び解決方法の示唆、各事業場の安全衛生委員会での報告・

議論を通じて、法令に基づいた各部局の安全衛生管理・環境保全対策にフィードバック

する。 

・25－２－２．適正な実験・研究環境の維持のための安全衛生巡視を継続的に実施し、各

部局の安全衛生管理・環境保全の向上について引き続き指導・助言を行う。  

 

25－３．学生・教職員の危機管理意識を高めるため、リスク管理・安全衛生管理・環境保

全に関する講習会を開催するなど効果的なリスク管理教育を実施する。 

 

・25－３－１．リスク管理担当理事及び安全衛生管理部において、リスク管理・安全衛生

管理・環境保全に関する全学的な教育・講習を継続的に実施する。各種講習会の開催や

刊行物の作成にあたっては、必要に応じて安全衛生管理部へ連絡のあった事故情報等を

加えた内容の見直しを行い、教育効果の向上を図る。また、受講者の増加を図るために

各事業場の安全衛生委員会での周知やポスターの掲示等を行う。  

 

25－４．学生・教職員のこころの健康づくりを推進するため、相談や診療、復職支援等を

実施するとともに、監督的立場にある教職員に対する研修会を開催することにより、メ

ンタルヘルスケアを積極的に行う。また、研修の実施や啓発リーフレットの配布、ポス

ター掲示等、多様なアプローチによる啓発活動をし、ハラスメントの防止対策を徹底す

る。 

 

・25－４－１．学生・教職員のこころの健康づくりを推進するために、キャンパスライフ

健康支援センター（保健管理部門）の精神科医を中心に、メンタルヘルスケアに係る診

療・相談・復職支援を実施し、必要に応じ、同センター相談支援部門と連携する。  

・25－４－２．キャンパスライフ健康支援センター（保健管理部門）において、職員健康

診断の WEB 予約と連動してストレスチェックを実施し、高ストレス者に対しては面談を
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行う。また、分析結果を各部局等に提供し、教職員のメンタルヘルス不調の未然防止を

目指す。  

・25－４－３．教職員の理解を高めるために、各部局を対象にメンタルヘルス研究会を実

施する。また、安全衛生管理部と協力して、管理監督の立場にある教職員を対象にメン

タルヘルス講習会を実施する。  

・25－４－４．ハラスメント防止のための研修等を実施し、予防啓発に努めつつ、新たに

導入した啓発方法（ハラスメント意識チェック（eラーニング））について引き続き実施

する。  

 

３ 法令遵守等に関する目標を達成するための措置 

26－１．公的研究費の不正使用を起こさないという決意を持ち、公的研究費の適正な執行

管理を徹底するため、全学的な公的研究費の不正使用防止に関する責任体系のもとで、

適正な運営及び管理のための環境整備、教職員の意識向上に向けコンプライアンス教育

を実施する。 

 

・26－１－１．各部局の再発防止策の実施状況をフォローアップし、再発防止策の継続的

な実施を促すなど、公的研究費の不正使用防止のための取組を実施する。  

・26－１－２．公的研究費に携わる教職員・院生等の不正使用防止への意識向上に向け、

広報誌の発行やリーフレットの配付及びコンプライアンス教育を実施する。また、適正

な運営及び管理のための環境整備として、コンプライアンス教材を強化する。  

 

26－２．研究者等に求められる倫理規範を修得させるため、教員・学生を対象とした研究

活動における不正行為を防止するための倫理教育等を実施する。 

 

・26－２－１．各部局の研究倫理教育責任者が中心となり、研究分野の特性に応じた研究

倫理教育を実施する。  

 

26－３．本学の有する情報資産の保護及び活用のため、大阪大学情報セキュリティポリシ

ー及び対策基準を遵守し、情報セキュリティを確保する。 

 

・26－３－１．情報セキュリティの意識向上を図るため、講習会の開催及び e-learning に

よる意識チェックを実施する。  

・26－３－２．情報セキュリティ確保に係る評価指標及び評価手法により、評価を実施す

る。  
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Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１．予算 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

船舶建造費補助金 

補助金等収入 

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 

自己収入 

授業料、入学金及び検定料収入 

附属病院収入 

財産処分収入 

雑収入 

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

引当金取崩 

長期借入金収入 

貸付回収金 

目的積立金取崩 

出資金 

計 

 

45,505 

2,924 

0 

6,752 

97 

60,870 

12,514 

40,537 

3,256 

4,563 

29,317 

0 

731 

0 

915 

0 

147,111 

支出 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

施設整備費 

船舶建造費 

補助金等 

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

貸付金 

長期借入金償還金 

大学改革支援・学位授与機構施設費納付金 

出資金 

計 

 

105,445 

66,890 

38,555 

3,752 

0 

6,752 

29,317 

0 

1,845 

0 

0 

147,111 

(注 1)「運営費交付金」のうち、当年度当初予算額 44,563百万円、前年度よりの繰越額の

うち使用見込額 942百万円。 

(注 2) 「財産処分収入」のうち、当年度予算額 1,075百万円、前年度よりの繰越額のうち

使用見込額 2,181百万円。 

(注 3)「産学連携等研究収入及び寄附金収入等」のうち、当年度予算額 24,113百万円、 

前年度よりの繰越額のうち、使用見込額 5,204百万円。 
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〔人件費の見積り〕 

期間中総額 59,696百万円を支出する（退職手当は除く）。 

２．収支計画 

平成３０年度 収支計画 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

受託研究費等 

役員人件費 

教員人件費 

職員人件費 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

減価償却費 

臨時損失 

139,642 

139,642 

120,007 

19,615 

21,886 

15,543 

195 

38,922 

23,846 

3,954 

162 

0 

15,519 

0 

 

収益の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

附属病院収益 

受託研究等収益 

補助金等収益 

寄附金収益 

施設費収益 

財務収益 

雑益 

資産見返運営費交付金等戻入 

資産見返補助金等戻入 

資産見返寄附金戻入 

資産見返物品受贈額戻入 

臨時利益 

純利益 

目的積立金取崩益 

総利益 

139,899 

139,899 

45,054 

10,219 

1,733 

273 

40,537 

19,261 

5,847 

3,908 

318 

34 

4,530 

1,848 

3,129 

3,201 

7 

0 

257 

577 

834 
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３．資金計画 

平成３０年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

資金支出 

 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

183,717 

 

136,564 

8,702 

1,845 

36,606 

 

 

 

 

資金収入 

 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

授業料、入学金及び検定料による収入 

附属病院収入 

受託研究等収入 

補助金等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

その他の収入 

財務活動による収入 

前年度よりの繰越金 

183,717 

 

 138,246 

44,563 

12,514 

40,537 

25,071 

6,752 

4,245 

4,564 

5,202 

3,021 

2,181 

731 

39,538 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

○短期借入金の限度額 
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１ 短期借入金の限度額 

10,919,934千円 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費とし

て借り入れることが想定されるため。 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

１ 重要な財産を譲渡する計画 

・ 大学院言語文化研究科（箕面キャンパス）の建物の全部（大阪府箕面市粟生間谷東

８丁目 2734番地）の譲渡手続きを進める。 

・ 本部事務機構（箕面キャンパス）の建物の全部（大阪府箕面市粟生間谷東８丁目

2734番地）の譲渡手続きを進める。 

・ 附属図書館（箕面キャンパス）の建物の全部（大阪府箕面市粟生間谷東８丁目 2734

番地）の譲渡手続きを進める。 

・ サイバーメディアセンター（箕面キャンパス）の建物の全部（大阪府箕面市粟生間

谷東８丁目 2734番地）の譲渡手続きを進める。 

・ 日本語日本文化教育センター（箕面キャンパス）の建物の全部（大阪府箕面市粟生

間谷東８丁目 2734番地）の譲渡手続きを進める。 

 

２ 重要な財産を担保に供する計画 

医学部附属病院における施設・設備の整備に必要となる経費の長期借り入れに伴 

い、本学の敷地及び建物について、担保に供する。 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充

てる。 

 

Ⅹ その他 

１．施設・設備に関する計画 

（単位：百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財  源 

・（吹田）実験研究棟（微研） 

・（吹田）管理棟耐震改修 

・（吹田）研究棟改修（工学部） 

施設整備等事業（ＰＦＩ事業

13-13） 

・（吹田）総合研究棟改修（工学 

系） 

・（豊中）総合研究棟改修（言語

文化研究科） 

・（吹田）実験研究棟改修（AVF

サイクロトロン棟） 

・（医病）基幹・環境整備（無停

電電源設備更新等） 

総額 

3,752 

 

施設整備費補助金（2,924） 

 

船舶建造費補助金（ 0） 

 

長期借入金   （731） 

 

（独）大学改革支援・学位授与機

構施設費交付金 （ 97） 
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・全身用Ｘ線ＣＴシステム 

・その他、小規模改修 

 （注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状況等を勘案した施設・設備の

整備や、老朽度合い等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあり得

る。 

 

２．人事に関する計画 

・国際共同研究促進プログラム等を引き続き利用し、クロス・アポイントメント制

度を積極的に活用するとともに、外国人教員雇用支援事業及び国際公募手続支援に

より、外国人教員のさらなる雇用を促進する。また、年俸制教員の積極的な雇用等

を促進させ、年俸制教員を増加させる。 

 

・評価連動型年俸制を引き続き推進するとともに、民間企業等にも適用を拡大した

クロス・アポイントメント制度の実施状況を確認し、さらなる人事・給与制度の柔

軟化を検討する。 

 

・教育研究等の実績に応じた新たなインセンティブ制度の実施状況を確認し、引き

続き教育研究活動の活性化を図るための公正な教員評価制度の実施に向けた検討

を行う。 

 

・障がい者法定雇用率の達成（維持）に努め、障がい者雇用に係る施策を維持・検

証しつつ、障がい者雇用や高年齢者雇用のための新たな業務内容等について検討す

る。 

 

・教職員に対する研修、国内外の諸機関との人事交流及び自己啓発休職制度等を引

き続き活用するとともに、キャリアパスに応じた人材育成システム等についても検

討を行う。 

 

・これまでの TOEIC-IP受験結果や英語力強化に対する意識等の確認状況を踏まえ、

引き続き研修等を通じ英語力向上に資する取組を行う。 

 

・知的財産の専門研修等を引き続き実施し、職務にかかる専門性の向上を図る。 

 

（参考１）３０年度の常勤職員数 4,329人 

また、任期付き職員数の見込みを 356人とする。 

（参考２）３０年度の人件費総額見込み 59,696百万円 
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別表（学部の学科、研究科の専攻等） 

文学部 人文学科 ６６０人 

  

人間科学部 人間科学科 ５６８人 

  

外国語学部 外国語学科 ２，３４０人 

  

法学部 法学科 ７００人 

 国際公共政策学科 ３２０人 

  

経済学部 経済・経営学科 ９００人 

  

理学部 数学科 １８８人 

 物理学科 ３０４人 

 化学科 ３０８人 

 生物科学科 ２２０人 

  

医学部 医学科 ６５０人 

 （うち医師養成に係る分野６５０人） 

 保健学科 ６８０人 

  

歯学部 歯学科 ３１８人 

 （うち歯科医師養成に係る分野３１８人） 

  

薬学部 薬学科 １５０人 

 薬科学科 ２２０人 

  

工学部 応用自然科学科 ８６８人 

 応用理工学科 ９９２人 

 電子情報工学科 ６４８人 

 環境・エネルギー工学科 ３００人 

 地球総合工学科 ４７２人 

  

基礎工学部 電子物理科学科 ３９６人 

 化学応用科学科 ３３６人 

 システム科学科 ６７６人 

 情報科学科 ３３２人 

  

文学研究科 文化形態論専攻 １３６人 

 うち博士課程（前期） ７６人 

 博士課程（後期） ６０人 

 文化表現論専攻 １３７人 

 うち博士課程（前期） ７４人 

 博士課程（後期） ６３人 
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 文化動態論専攻 ３８人 

 （うち修士課程 ３８人） 

  

人間科学研究科 人間科学専攻 ３０４人 

 うち博士課程（前期）１７８人 

 博士課程（後期）１２６人 

  

法学研究科 法学・政治学専攻 １０６人 

 うち博士課程（前期） ７０人 

 博士課程（後期） ３６人 

経済学研究科 経済学専攻 １６０人 

 うち博士課程（前期）１００人 

 博士課程（後期） ６０人 

 経営学系専攻 ８１人 

 うち博士課程（前期） ６６人 

 博士課程（後期） １５人 

  

理学研究科 数学専攻 １１２人 

 うち博士課程（前期） ６４人 

 博士課程（後期） ４８人 

 物理学専攻 ２３５人 

 うち博士課程（前期）１３６人 

 博士課程（後期） ９９人 

 化学専攻 ２１０人 

 うち博士課程（前期）１２０人 

 博士課程（後期） ９０人 

 生物科学専攻 １７７人 

 うち博士課程（前期）１０８人 

 博士課程（後期） ６９人 

 高分子科学専攻 ８１人 

 うち博士課程（前期） ４８人 

 博士課程（後期） ３３人 

 宇宙地球科学専攻 ９５人 

 うち博士課程（前期） ５６人 

 博士課程（後期） ３９人 

  

医学系研究科 医学専攻 ６８８人 

 （うち博士課程６８８人） 

 医科学専攻 ４０人 

 （うち修士課程４０人） 

  

保健学専攻 ２１５人 

 うち博士課程（前期）１４６人 

 博士課程（後期） ６９人 
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歯学研究科 口腔科学専攻 ２２０人 

 （うち博士課程２２０人） 

  

薬学研究科 創成薬学専攻 ２１０人 

 うち博士課程（前期）１５０人 

 博士課程（後期） ６０人 

 医療薬学専攻 ４０人 

 （うち博士課程４０人） 

  

工学研究科 生命先端工学専攻 ２２４人 

 うち博士課程（前期）１７０人 

 博士課程（後期） ５４人 

 応用化学専攻 ２２０人 

 うち博士課程（前期）１５４人 

 博士課程（後期） ６６人 

 精密科学・応用物理学専攻 １６８人 

 うち博士課程（前期）１２０人 

 博士課程（後期） ４８人 

 知能・機能創成工学専攻 ８２人 

 うち博士課程（前期） ６４人 

 博士課程（後期） １８人 

 機械工学専攻 ２２３人 

 うち博士課程（前期）１６０人 

 博士課程（後期） ６３人 

 マテリアル生産科学専攻 ２９６人 

 うち博士課程（前期）２１２人 

 博士課程（後期） ８４人 

 電気電子情報工学専攻 ３７９人 

 うち博士課程（前期）２８６人 

 博士課程（後期） ９３人 

 環境・エネルギー工学専攻 １９７人 

 うち博士課程（前期）１５２人 

 博士課程（後期） ４５人 

 地球総合工学専攻 ２６５人 

 うち博士課程（前期）１９６人 

 博士課程（後期） ６９人 

 ビジネスエンジニアリング専攻 ７８人 

 うち博士課程（前期） ６６人 

 博士課程（後期） １２人 

  

基礎工学研究科 物質創成専攻 ３１９人 

 うち博士課程（前期）２２６人 

 博士課程（後期） ９３人 
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 機能創成専攻 １６３人 

 うち博士課程（前期）１１８人 

 博士課程（後期） ４５人 

 システム創成専攻 ２６２人 

 うち博士課程（前期）１９０人 

 博士課程（後期） ７２人 

言語文化研究科 言語文化専攻 １０９人 

 うち博士課程（前期） ６４人 

 博士課程（後期） ４５人 

 言語社会専攻 ７４人 

 うち博士課程（前期） ５０人 

 博士課程（後期） ２４人 

 日本語・日本文化専攻 ３５人 

 うち博士課程（前期） ２０人 

 博士課程（後期） １５人 

  

国際公共政策研究科 国際公共政策専攻 ７１人 

 うち博士課程（前期） ３８人 

 博士課程（後期） ３３人 

 比較公共政策専攻 ６２人 

 うち博士課程（前期） ３２人 

 博士課程（後期） ３０人 

  

情報科学研究科 情報基礎数学専攻 ３９人 

 うち博士課程（前期） ２４人 

 博士課程（後期） １５人 

 情報数理学専攻 ４３人 

 うち博士課程（前期） ２８人 

 博士課程（後期） １５人 

 コンピュータサイエンス専攻 ５８人 

 うち博士課程（前期） ４０人 

 博士課程（後期） １８人 

 情報システム工学専攻 ６１人 

 うち博士課程（前期） ４０人 

 博士課程（後期） ２１人 

 情報ネットワーク学専攻 ６１人 

 うち博士課程（前期） ４０人 

 博士課程（後期） ２１人 

 マルチメディア工学専攻 ６１人 

 うち博士課程（前期） ４０人 

 博士課程（後期） ２１人 

 バイオ情報工学専攻 ５２人 

 うち博士課程（前期） ３４人 

 博士課程（後期） １８人 
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生命機能研究科 生命機能専攻 ２７５人 

 （うち博士課程２７５人） 

  

高等司法研究科 法務専攻 ２４０人 

 （うち法科大学院の課程２４０人） 

大阪大学・金沢大学・浜 小児発達学専攻 ４５人 

松医科大学・千葉大学・福 （うち博士課程（後期）４５人） 

井大学連合小児発達学研  

究科  

 


